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平成 29年度評価まとめに関する第１回委員会からの整理 

 

１ 大柱１「ひとづくり」 

中柱・支援策・構成施策 主なご意見 修正後 【参考】前回 

（1）地域福祉の担い手の育成 

（支援策２） 

 生活支援コーディネーター 

  

・ 生活支援コーディネーターの研修は、仕事の仕方をつ

かめていないコーディネーター達のニーズに応える内

容であったかどうかも評価をする必要がある。参加者の

満足度や、研修実施後の効果測定も人材育成事業は評価

すべき。 

〇総合評価【課題・今後の対応】（支援策２）を修正 

⇒ 地域住民による支え合いを促進する「生活支援コーディネ

ーター」の養成研修は、参加者の満足度等を測定し、受講者

のニーズを内容に反映できるよう努めるとともに、市町村の

取組状況等を継続的に把握し、効果的に実施できるよう、市

町村と連携して検討する必要がある。 

 

地域住民による支え合いを促進する「生活支援コーディネー

ター」の養成研修は、各市町村の取組状況等を継続的に把握し、

効果的に実施していくとともに、養成した人材の活用方法等に

ついて、市町村とも連携して検討する必要がある。 

（1）地域福祉の担い手の育成 

（支援策２） 

生活支援サービスの担い手 

・ 生活支援サービス担い手養成研修は、実施にあたり、

市町村や社会福祉協議会等々と、調整を重ね、より適切

に参加者を集める方法を探らなければならず、地域ごと

に生活支援のニーズや実施状況が異なる中、研修内容も

地域特性に見合ったものにしていく必要がある。計画的

に、適切な方法で取組みが行われ、その間、ネットワー

クが広がり、当該事業以外への地域福祉推進効果が表れ

るような実践のプロセスを評価したい。 

〇進行管理台帳「構成施策５」の評価の理由を修正 

⇒ 研修の実施に当たり、関係者等と密に調整し、地域特性

の応じて研修内容を工夫した結果、生活支援サービス担い

手養成研修は、昨年度より、アンケートに「大変参考にな

った」「参考になった」と回答した者の割合が上昇し、移動

（輸送）サービス従事者養成研修は、研修受講者の移動支

援活動への参加が認められる。 

また、研修実施の過程で、各地域のネットワークの形成

や拡大に寄与したことは評価できる。 

しかしながら、どちらの研修も参加者数が目標（定員の

８割以上）を下回っているため、評価はｃとした。 

 

 生活支援サービス担い手養成研修は、昨年度より、アンケ

ートに「大変参考になった」「参考になった」と回答した者の

割合が上昇し、移動（輸送）サービス従事者養成研修は、研

修受講者の移動支援活動への参加が認められるが、どちらの

研修も参加者数が目標（定員の８割以上）を下回っているた

め、評価はｃとした。 

（1）地域福祉の担い手の育成 

（支援策３） 

 地域福祉コーディネーターと 

 生活支援コーディネーター 

・ 育成の対象を専門職なのか、地域住民なのかを明確に

した上で、それぞれのコーディネーターの育成目標や具

体的事業などを明確にする必要がある。それを明らかに

するには、市町村の事情について、よく聞き取ることが

必要。 

〇総合評価【課題・今後の対応】（支援策３）を修正 

⇒ 地域において課題やニーズを発見し、受け止め、地域資源

をつなぎ、具体的な解決へ導くことができる「地域福祉コー

ディネーター」については、市町村等が実施する人材育成の

実情や課題を把握した上で、研修対象や事業内容を整理する

とともに、生活支援コーディネーターなど他の専門職との役

割分担についても整理し、県の役割を検討していく必要があ

る。 

 

 地域において課題やニーズを発見し、受け止め、地域資源を

つなぎ、具体的な解決へ導くことができる「地域福祉コーディ

ネーター」の養成・育成研修は求められる専門的な知識や技術

について整理し、市町村等で行う研修等と連携しつつ、研修体

系を見直す必要がある。 

（1）地域福祉の担い手の育成 

（支援策３、４） 

民生委員の活動への支援 

・ 担い手の問題について、やりがいという部分がもう少

し具体的に前面に出せないかと思う。県からも、担い手

として委嘱されればやりがいがあることを前面に出せ

るよう、もう少しバックアップしていただきたい。 

・ 民生委員の方を広げていく（担い手確保）と、現民生

委員をどう継続させていくか検討してほしいというこ

とが出ているが、こういう検討をするという評価が出た

と書いてはどうか。 

〇総合評価【課題・今後の対応】（支援策３、４）を修正 

⇒ 民生委員・児童委員への支援として、研修を充実させると

ともに、一人暮らし高齢者世帯等の訪問活動や県民生委員児童

委員協議会が行う活動に対する支援を、計画的に実施すること

ができた。しかしながら、依然として担い手確保が難しい地域

もあるため、やりがいのアピールなどを通じた新たな担い手の

発掘と、現民生委員・児童委員が継続的に活動できるサポート

体制について、市町村、県民生委員児童委員協議会と連携して

検討していく必要がある。 

 

 民生委員・児童委員への支援として、研修を充実させるとと

もに、一人暮らし高齢者世帯等の訪問活動や県民生委員児童委

員協議会が行う活動に対する支援を、計画的に実施することが

できた。しかしながら、依然として担い手確保が難しい地域も

あるため、引き続き、効果的な広報手段や市町村、県民生委員

児童委員協議会と連携したサポート体制の検討を行う必要が

ある。 

資料１―１（別紙） 
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中柱・支援策・構成施策 主なご意見 修正後 【参考】前回 

（1）地域福祉の担い手の育成 

 全般 

・ 地域福祉の担い手をどうするかとか支えあいをどうす

るか、コーディネーターも含めて、それぞれの地域で同

じような課題を抱えている中、後継ぎをどうしていくか

考えることも限界にきているので、県の計画として、住

民の皆さんにいろんな役割を自覚的に持ってもらって、

支え合うというところがもう少し整理されるとよい。 

〇総合評価【課題・今後の対応】（中柱１全体）として追加 

⇒ 県内各地域において、地域福祉の新たな担い手や後継者の

確保等に係る共通した課題を抱えているため、そうした課題

を共有し、どのような取組みができるか検討する必要があ

る。 

 

（追加） 

 

２ 大柱２「まちづくり」 

中柱・支援策・構成施策 主なご意見 修正後 【参考】前回 

意見なし    

 

３ 大柱３「しくみづくり」 

中柱・支援策・構成施策 主なご意見 修正後 【参考】前回 

（2）高齢者や障害者等の尊厳を

支えるしくみづくり 

（支援策 24） 

 かながわ成年後見推進センター 

・ 市町村社協の法人後見の進み具合について、事業その

ものはあくまでも市町村域と連携、連動しながら進めて

いくということもあるため、総合的に斟酌して評価して

ほしい。 

〇総合評価【課題・今後の対応】（支援策 24）を修正 

⇒ 今後のさらなる高齢化を見据えた利用しやすい成年後見

のしくみづくりについて、市民後見人養成のための研修を

実施している市町村は増加しているが、多くの町村で法人

後見や市民後見人の養成が進んでいない。引き続き市町村

と連携しながら、先行事例の情報提供や複数の市町村・団

体間の調整を通じて、広域的な体制整備を促進していく必

要がある。 

 

 今後のさらなる高齢化を見据えた利用しやすい成年後見の

しくみづくりについて、市民後見人養成のための研修を実施し

ている市町村は増加しているが、多くの町村で法人後見や市民

後見人の養成が進んでいないことから、先行事例の情報提供や

複数の市町村・団体間の調整を行い、広域的な体制整備を促進

していく必要がある。 

（4）福祉サービス評価制度のし

くみづくり 

（支援策 28） 

 第三者評価 

・ 受審件数が全国で２番目の神奈川ですらこういう低い

評価をいただくというのは、国の第三者評価の仕組み自

体に課題があるということもちゃんと書き込んでいた

だきたい。問題の本質がどこにあるかということを常に

見極めながら評価をしていくというのが、特に地域福祉

への評価には求められている。 

・ 第三者評価に関しては、県の支援策がどうなのかにも

影響受ける。財政をかなり投入できるわけではないの

で、県としてどう支援するのか、その支援はどうだった

のかということも課題になる。 

・ 市町村や県が事業者の指導を十分にできない中では、

第三者評価は、事業者の改善の契機になる。 

〇総合評価【課題・今後の対応】（支援策 28）を修正 

⇒ 福祉サービス評価制度のしくみづくりについては、年々、

評価結果の公表数が伸びているが、児童分野に比べ、他の

分野は依然として総数が少ない状況にある。第三者評価の

しくみの課題についても検討する必要があるが、事業者の

改善のきっかけとなるよう、県として事業者をはじめ市町

村職員等に対し、第三者評価の必要性を説明し、理解を促

す必要がある。 

 

 福祉サービス評価制度のしくみづくりについては、年々、評

価結果の公表数が伸びているが、児童分野に比べ、他の分野は

依然として総数が少ない状況にあるため、事業者に対するヒア

リングやアンケート等により、全体的な見直しを進めるととも

に、市町村職員に対し、会議等を通じて、第三者評価の必要性

を説明し、理解を促す必要がある。 
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４ 評価方法全般 

中柱・支援策・構成施策 主なご意見 修正後 【参考】前回 

研修事業等に対する定性的な評価 

 

大柱１ 

(2）福祉専門人材の確保・定着対

策の推進 

（支援策５） 

 ファーストステップ研修 

 

大柱３ 

(3) 生活困窮者の自立を支援す

るしくみづくり 

（支援策 27） 

 地域若者サポートステーション 

・ 国の通知で、相談件数等の定量的な変化がうまく進ん

でいないことのみに着目せずに、どのような推移なの

か、影響力なり、そういうところをちゃんと見てほしい

と出ている。定量的なものはもう少し弱めてもいいので

はないか。 

・ 自己評価及び支援策別評価が、参加者数、登録者数、

回数で測られている。タスクの部分で数字もあるが、方

法論や、その項目に対してどのようにネットワークが広

がったか、連携協働が広がったか等も成果とし、評価す

べき。 

・ 募集定員に対する参加者数などの一律の評価ではな

く、参加形態の違いが、点数のつけ方にも何等かの違い

が出てくると、もう少し偏らずに評価ができるのではな

いかと思う。 

〇総合評価【課題・今後の対応】（支援策５）を修正 

⇒ 介護現場のチームリーダーを養成する「神奈川県版ファ

ーストステップ研修」は、受講を阻む要因として、現場の

中心を担う中堅職員の参加が難しい職場環境が考えられる

ため、中堅職員が参加しやすいよう、施設長等への協力依

頼を行うとともに、受講期間を見直し、キャリアパスの整

備を促進する必要がある。 

 

 介護現場のチームリーダーを養成する「神奈川県版ファース

トステップ研修」は、受講人数が伸びなかったため、中堅職員

が参加しやすいよう、施設長等への協力依頼を行うとともに、

受講期間を見直し、キャリアパスの整備を促進する必要があ

る。 

〇総合評価【課題・今後の対応】（支援策 27）を修正 

⇒ ニート等の若者の職業的自立に向けた支援の拠点である

地域若者サポートステーションでは、新規登録者数が減少

傾向にある中、就労に向けた支援を着実に実施できたが、

目標とする就職者数に向け、必要に応じて出張相談を行う

等、改善を図る必要がある。 

 

 ニート等の若者の職業的自立に向けた支援の拠点である地

域若者サポートステーションでは、新規登録者数の減少などに

より、目標とする就職者数を下回ったことから、必要に応じて

出張相談を行う等、改善を図る必要がある。 

 

※ 市川座長から「委員の意見について、総合評価に入れられる部分は入れていただき、全体的な考え方に関する意見については、総合評価には入れないが、今後の検討課題、もしくは今後に生かすということで、考え

方として意見が出されたと列挙していただいてもよいのではないか。」との意見を受け、新たに「評価方法全般に関する委員からのその他意見」の枠を追加。 

項目 主なご意見 対応 

弾力的な評価 ・ 計画そのものがよかったのかどうか。地域の自主性、

特性に応じた弾力的な評価ができないか。 

・ そもそも、どういうことを目標にするのか、どういう

ことの視点に立って展開するのかが若干盛り込まれた

方がいい。 

〇「評価方法全般に関する委員からのその他意見」として追加 

・ 弾力的な評価を行うためには、計画段階から、どのようなことを目標とし、どのような視点に立って展開していくか踏ま

えながら、計画を立てていくべきである。 

・ 評価に当たっては、次の計画に生かせるような課題を挙げていくべきである。 

・ 県と市町村や社会福祉法人等との連携協働について、効果的な取組みを評価したり、今後の検討課題としてもよいのでは

ないか。 
次期計画につなげる評価 ・ 評価というときに、次の計画に生かすための評価とい

うのがとても大事で、この部分が課題だから、この次に

どういう計画を載せるかということがないと、課題に対

する評価だけで終わってしまう。いいところを引き出す

ように評価して、次の計画に生かすような課題を出して

ほしい。 

県と市町村や社会福祉法人等と

の連携協働に対する評価 

・ 市町村の施策とうまくリンクしているとか、効果的に

やっているとか、市町村の施策と県の施策とのリンケー

ジにより、総合的に地域福祉に役立っているという評価

は難しいのか。 

・ 社会福祉法人の地域での社会貢献について、予算を出

していなくても、特記すべき事業としたり、自主的にや

っていることをどうバックアップするか、連携するかを

今後の検討課題に入れてはどうか。 

 


